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備には、主に 1990年代中期の過剰設備と 2003年以降の過剰設備がある。1990 年代中期の
過剰設備は 1990 年代末の国有企業改革と住宅改革の推進、2001 年 WTO 加盟による外需の
拡大を通じて急速に解消した。それは中国経済に短期的な影響をもたらした。 
















































































































                                                   
5 Chamberlin(1933)『独占的競争の理論』、青山秀夫(1966)訳、p.138。 
6 周(2007)、江(2009)などでは指摘した。 



















































図序 1 中国に過剰設備の分類 
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メタノール生産設備の 2009年上半期の稼働率は 40%しかなかった。 
⑤多結晶シリコン：2008 年生産能力は 2万トンに対して生産量は 4000トン、さらに建設
中の設備の生産能力は約 8万トンである。 
⑥風力発電設備業：風力発電は国が奨励する新興産業であるが、設備製造業界は著しい過




























太陽エネルギー産業の場合、2013 年 3 月 20 日、過剰設備に伴う経営の悪化などで、中
                                                   
9  中華人民共和国交通運送部水運局『2012年度国内沿海船舶運送能力分析報告』 
10 中国遠洋運送集団「財務報告書 2011-2012」 































































N の二つであるとする。企業の資本コスト(user cost of capital)を K とし、企業の生産
物価格を Pとし、賃金を wとする場合、企業の利益 Rは以下のように定式化される。 
R = P ∗ F(K,N) − wN − K  (1.1) 
資本コスト K、賃金 w、労働投入量 Nを一定であると仮定し、この利益最大化(費用最小










































































図 1.2.1 世界主要製造業大国の粗鋼生産量の推移(万トン) 
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表 1.2.1 世界の鉄鋼会社の粗鋼生産量ランキング(上位 10位) 
順位 1980 1990 2000 2008 2012 





2 US Steel ユジノール POSCO 新日本製鉄 新日鉄住金 




コーラス 河北鉄鋼集団 上海宝鋼 




6 住友金属 ILVA LNM POSCO 武漢鉄鋼 
7 川崎製鉄 デイッセン 上海宝鋼 武漢鉄鋼 江蘇沙鋼集団 
8 デイッセン 川崎製鉄 デイッセン タタ·スチール 首鋼集団 




SALL NKK US Steel 鞍鋼集団 
注:太字は中国の鉄鋼会社である。 
















表 1.2.2 中国粗鋼の生産量、年末生産能力および増加量、設備稼働率の推移 
年度 粗鋼生産量(万トン) 年末生産能力(万トン) 生産能力の増加量(万トン) 設備稼働率 
1992 8094 7374 388 110  
1993 8956 8012 468 112  
1994 9261 9238 533 100  
1995 9536 10122 608 94  
1996 10124 10604 303 95  
1997 10891 12329 519 88  
20 
 
1998 11459 12879 194 89  
1999 12395 14384 832 86  
2000 12850 14960 338 86  
2001 15163 17114 189 89  
2002 18155 19734 14 92  
2003 22116 26381 3240 84  
2004 27246 34103 5283 80  
2005 34936 42376 4565 82  
2006 41878 47269 2784 89  
2007 48927 61031 2862 80  
2008 50045 66000 2255 76  
2009 56780 70000 2912 81  
2010 62665 75000 1355 84  
2011 68528 86300 2481 79  


























































                                                   


















































鉄鋼業総コスト利益率の推移を示すものである。図 1.2.4 を見ると、1996-1998 年におけ
る中国鉄鋼業売上利益率の低下はこの時期の過剰設備と対応している。 
 








1999-2004 年、住宅改革と WTO 加盟における鋼材需要の高騰成長は、鉄鋼業の総コスト








                                                   





















業の利益率の低下の主因と考えられる。一方、2008 年末-2011 年までに実施した『4 兆元
刺激策』により、一時的に鋼材の内需が増大したことに対して、大規模な鉄鋼設備投資を
行った。その結果、2003-2007年に生じた中国鉄鋼業の過剰設備はさらに厳しくなる。2012
年度中国上場会社の財務報告をみると、赤字上場会社の上位 10 社のうち、鉄鋼会社は 7
社を占め、総損失額は 275億元に達した。 
ここで、2003-2007 年に鉄鋼業の過剰設備が生じているにも関わらず、需要の高騰が経





















ている。総量的にみれば、2012 年度における中国の港湾業の取扱貨物総重量は 107.76 億
25 
 





表 1.3.1 中国港湾業の状況 
 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
生産能力の増加量
(億トン) 
0.65 0.50 0.77 1.09 2.33 4.4 4.0 3.95 3.39 2.14 2.46 3.24 
投資伸び率(%) 29.8 -2.3 65 38.5 68.9 26.2 2 11.4 7.3 10.5 19.9 6.3 
取扱量伸び率(%) 8.8 16.6 17.8 26.6 16.4 14.8 15.1 9.6 8.6 15.8 12.7 8.2 
コンテナ取扱量伸
び率(%) 
 36.7 32 27.1 23.7 22.5 22 11.5 -5.6 19.3 11.3 8.0 
対外貿易貨物量伸
び率(%) 
14.1 18.1 20.3 23 18.6 17.3 14.5 11.1 9.3 14.8 11.2 9.5 
(中国人民共和国交通運送部『公路水路交通运输行业发展统计公报』(2001-2012)より筆者作成) 
 
表 1.3.2 世界港湾のコンテナ取扱量ランキング 
順位 1980年度 1990年度 2000年度 2010年度 2012年度 
1 ニューヨーク シンガポール 香港 上海港 上海港 
2 ロッテルダム 香港 シンガポール シンガポール シンガポール 
3 神戸港 ロッテルダム 釜山港 香港 香港 
4 香港 高雄港 高雄港 深圳港 深圳港 
5 高雄港 神戸港 ロッテルダム 釜山港 釜山港 
6 シンガポール 釜山港 上海港 宁波舟山港 宁波舟山港 
7 サンフアン ロサンゼルス ロサンゼルス 青島港 広州港 
8 ハンブルグ ハンブルク ロングビーチ 広州港 青島港 
9 オークランド ニューヨーク ハンブルク ドバイ ドバイ 
10 シアトル 基隆港 アントワープ ロッテルダム 天津港 
  横浜港(12) 横浜港(11) 東京港(15) 東京港(27) 東京港(28) 
  東京港(18) 東京港(14) 横浜港(20) 横浜港(36)  








                                                   









業の取扱貨物適応度は 0.98 と指摘したが、賈(2010)では、2009 年度に中国沿海部港湾業






表 1.3.3 貨物港の主な設備 















は、1万トンレベル以上の埠頭は 2003年の 650ケースから 2011年の 1366ケース、岸壁の



























力より大きいことを考えて、2015 年まで、中国沿海部の実際取扱貨物能力は 85.8 億トン
より大きい。 
 











                                                   
21 筆者は 2012年 3月に中国の主な鉄鉱石輸入港青島港前湾埠頭に現地調査が行った。前湾埠頭から輸入
する鉄鉱石は主に距離が約 200-300KMの「山東鋼鉄集団」の工場に輸送し、臨港鉄道の不備に対して、
この鉄鉱石の輸送はトッラクに依存する。2012年 3月 6日の現場みれば、鉄鉱石の輸送トッラクは 2
列に埠頭から高速道路の出口まで約 5KM並んだ。 
22 錦程物流網「港口産能過剰風険凸现」 











表 1.3.5は 2000-2010 年中国港湾業の取扱貨物量の品目類を示したものである。 
 


















2001 142634 37203 24407 14606 5152 10855 1064 3123 1718 5341 25000 14165 
2002 166628 40282 25775 18238 6205 13773 1152 3819 2221 5564 34000 15600 
2003 201126 46872 30438 24285 8416 16311 1294 3884 1995 7465 43900 16266 
2004 246074 57113 35051 31769 10928 20644 1365 4020 2223 7164 55100 25697 
2005 292777 63514 37637 41963 12522 26669 1555 4784 2074 8590 69400 24069 
2006 342191 70648 39661 51272 15497 30557 1603 5773 1741 8193 88900 28526 
2007 388200 81924 41718 57967 18626 27390 2052 6968 2344 8591 101500 29120 
2008 429599 88949 44970 67643 18265 33473 1821 6660 1466 9135 126200 31017 
2009 475481 94902 52685 86569 19081 33865 2162 6259 1310 10483 127500 40663 
2010 548358 116258 60786 93493 21226 36427 3343 8458 1973 12504 153200 40690 





































表 1.3.6 中国建設業、交通運送業、不動産業の投資額と成長率 
 建設業 交通運送業 不動産業 
年度 投資額(億元) 増加率% 投資額(億元) 増加率% 投資額(億元) 増加率% 
2006 1125 0.54 12138 26.25 24524 25.73 
2007 1302 15.73 14154 16.61 32439 32.27 
2008 1556 19.51 17024 20.28 40442 24.67 
2009 1993 28.08 24975 46.70 49359 22.05 
2010 2802 40.59 30075 20.42 64877 31.44 





































































取扱貨物量経済生成率とは、港の取扱貨物量と GDP の比である。中国は 1993 年に社会主義
市場経済28を基本方針として確立したので、本稿では、1994 年-2011 年の取扱貨物量経済
生成率を用いて 2015 年中国港湾業の取扱貨物量経済生成率を予測する。予測のため、










表 1.3.7 中国の港の取扱貨物量(P)、第一次、第二次産業、取扱貨物量経済生成率(R)29 
年度 P(億トン) 第一次産業(兆元) 第二次産業(兆元) R 
1994 7.44 0.96 2.24 2.325 
1995 8.02 1.21 2.87 1.965686 
1996 8.52 1.4 3.38 1.782427 
1997 9.08 1.44 3.75 1.749518 
1998 9.22 1.48 3.9 1.713755 
1999 10.52 1.48 4.1 1.885305 
2000 12.56 1.49 4.56 2.076033 
2001 14.26 1.58 4.95 2.183767 
2002 16.66 1.65 5.4 2.363121 
2003 20.11 1.74 6.24 2.52005 
2004 24.61 2.14 7.39 2.582371 
2005 29.28 2.24 8.76 2.661818 
2006 34.22 2.4 10.37 2.679718 
2007 38.82 2.86 12.58 2.514249 
2008 42.96 3.37 14.9 2.351396 
2009 47.55 3.52 15.76 2.466286 
2010 54.84 4.05 18.76 2.404209 
2011 61.63 4.55 22.23 2.370224 









図1.3.1  ADF検定 
Null Hypothesis: R has a unit root  
Exogenous: Constant   
Lag Length: 3 (Automatic - based on SIC, maxlag=3) 
     
        t-Statistic   Prob.* 
     
     Augmented Dickey-Fuller test statistic -3.967682  0.0107 
Test critical values: 1% level  -4.004425  
 5% level  -3.098896  
 10% level  -2.690439  
     
      
次に、標本自己相関関数(sample autocorrelation function)と標本偏自己相関関数









       
       Autocorrelation Partial Correlation  AC PAC Q-Stat Prob 
       
       .  |******| .  |******| 1 0.884 0.884 16.553 0.000 
.  |***** | ****|  .   | 2 0.674 -0.494 26.770 0.000 
.  |***   | . *|  .   | 3 0.425 -0.169 31.115 0.000 
.  |* .   | .**|  .   | 4 0.157 -0.235 31.748 0.000 
. *|  .   | .  |  .   | 5 -0.076 0.030 31.906 0.000 
.**|  .   | .  |  .   | 6 -0.253 -0.060 33.831 0.000 
***|  .   | . *|  .   | 7 -0.381 -0.106 38.581 0.000 
***|  .   | .  |* .   | 8 -0.429 0.087 45.216 0.000 
***|  .   | .  |  .   | 9 -0.403 0.034 51.704 0.000 
.**|  .   | . *|  .   | 10 -0.343 -0.113 56.992 0.000 
.**|  .   | . *|  .   | 11 -0.264 -0.069 60.576 0.000 
. *|  .   | . *|  .   | 12 -0.186 -0.077 62.649 0.000 
       
       
 
図1.3.3 ARIMA(2,0,1)の推定結果 
     
     Variable Coefficient Std. Error t-Statistic Prob. 
     
     C 2.398963 0.035508 67.56037 0.0000 
AR(1) 1.573709 0.103811 15.15936 0.0000 
AR(2) -0.719860 0.093601 -7.690757 0.0000 
MA(1) -0.999841 0.180050 -5.553140 0.0001 
     
     R-squared 0.968111 Mean dependent var 2.269015 
Adjusted R-squared 0.960139 S.D. dependent var 0.330061 
S.E. of regression 0.065897 Akaike info criterion -2.389120 
Sum squared resid 0.052109 Schwarz criterion -2.195973 
Log likelihood 23.11296 Hannan-Quinn criter. -2.379229 
F-statistic 121.4360 Durbin-Watson stat 2.415579 
Prob(F-statistic) 0.000000    
     
     Inverted AR Roots .79+.32i .79-.32i  





                                                   
30 ARIMA(2,0,0)モデルより ARIMA(2,0,1)の場合は、決定係数(R-squared)と自由度修正済み決定係数
(Adjusted R-squared)が大き、赤池情報量基準(Akaike’s information criterion,AIC)とシュワルツ情













図 1.3.4は 1994-2011 年の取扱貨物量経済生成率の変化を示している。筆者は GDP構造
変化の面からこの変化を説明する。 
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した。上述のように、2009 年と 2010 年交通運送業と不動産業に対する大規模な投資に伴
う金属鉱石、建設用物、鉄鋼の需要の増加のため、2009年度に取扱量経済生成率が減って、
2010年度にその値は増えている。 















                                                   
31『中国統計年鑑』(2011) 


























































































































































GDP(ドルベース)に基づいて分類すれば、中国は 2002 年(1132 ドル)に工業化の初期段階、
2007年(2645ドル)に工業化の中期段階、2010年(4423ドル)に工業化の後期段階に入った35。 
 
表 2.1.1  Chenery(1986)より経済成長の各段階 
段階 一人当たりＧＤＰ（1982年の価格） 
工業化前段階 1 工業化前段階 364-728ドル 
工業化段階 2 工業化の初期段階 728-1456ドル 
  3 工業化の中期段階 1456-2912ドル 
  4 工業化の後期段階 2912-5460ドル 
発達経済段階 5 発達経済段階の初期 5460-8736ドル 
  6 発達経済段階の後期 8736-13104ドル 
         (Chenery等(1986)p.48 Table3-3より筆者作成) 
 























産要素を労働 Lと資本 Kの 2種類しかないとすると、ソローの新古典派的成長モデルは、
以下のようなコブダグラス型の生産関数である。 
Y = A𝐿𝛼𝐾𝛽  
ここでは、αとβはそれぞれ労働と資本の生産弾力性に等しい。もし収穫一定ならば、α
＋β＝１となる。この式を全微分として成長率タームに変形すれば、次のようになる。 













































































































































































Adam·Smithの『国富論』(第 4 編第 9章)では、経済成長における政府の役割は、1.平和
のための国防、2.正義のための司法、3.学校教育や道路·港湾整備など公共事業を維持する
ための軽い税の徴収という 3つであるとされた。Keynes(1936)(第 6編第 22章)では、大不
況に対して、政府が借金をして、支出をして、それを受取った民間が財を購入することで










































過剰設備=f(設備投資行動)＝f(行政干渉、需要、政府の政策、経営状況)    (2.1) 
 































































表 3.1.1 中国の生産要素から経済成長への貢献率 
 1978-88 1991-2001 2002-2010 
労働 12.3% 4.3% 1.8% 
資本 59.4% 55.3% 72.7% 
TFP 28.3% 40.4% 25.5% 
(出所：中兼(2012)p.63 の表 2－3) 
 
図 3.1.1 を見ると、1978-2001 年、途上国であった中国では、労働力の過剰と資本の不
足のため、中国の産業構造は労働量の投入を依存する軽工業(消費財工業に相当する)の割
合が高い。2001 年以降、特に 2003 年頃に中国は「ルイス転換点」を通過したことより労
働力が過剰から不足へ転換したため、中国の産業構造に資本集約型である重工業の割合は
増加している。この時期に経済成長への資本の貢献率は 72.7%になった(表 3.1.1)。 
 


























































ニ係数は 0.61 に達した。そこで、2001 年以降、国民所得格差の拡大により、個人消費低
迷が示している内需の不足により、民間最終消費支出の増加は遅くなった。 
 




                                                   






















1978 1981 1984 1987 1990 1993 1996 1999 2002 2005 2008 2011


























2003 16.9 15.7 26.4 7.1 11.3 1.7 0.2 23.7 13.9 
2004 26.8 14.6 27.8 8.2 10.8 1.8 0.2 23.7 12.8 
2005 26 15.0 29.9 8.5 10.8 1.9 0.1 22.0 11.7 
2006 23.9 15.2 31.0 7.8 11.0 2.1 0.1 22.3 10.5 
2007 24.8 15.1 32.4 6.9 10.3 2.1 0.1 23.6 9.5 
2008 25.9 16.1 32.8 6.4 9.9 2.2 0.2 23.4 9.1 
2009 30 16.9 31.4 6.4 11.1 2.3 0.2 22.0 9.7 
2010 23.8 16.7 31.9 5.6 10.8 2.2 0.2 23.3 9.3 





































表 3.1.3 中国加工貿易割合の推移 
 1981-85 1986-90 1991-95 1996-2000 2001-2005 2006-2010 
輸出 7.81% 31.77% 47.64% 55.83% 55.08% 48.93% 
輸入 8.67% 26.76% 40.09% 45.21% 40.26% 34.24% 






























































































図 3.2.1 日本粗鋼の純輸出量、国内消費量、生産量の推移(万トン) 
 
















1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005






 図 3.2.2 日本経済成長率と粗鋼生産量の伸び率の推移(%) 
 


















                                                   































































第一次石油危機以降、粗鋼生産量は 1億トン前後で推移し、国内消費量は 1973年の 8931
万トンから 1970年代末の 7000万トン以下に下降した。円高を背景として、高度経済成長
から急速に増加した鋼材の輸出量は、輸出価格の引上げにともない、成長が鈍化ないし停
















回復した。この時期、日本の国内粗鋼消費量は 1970 年代末の 7000 万トン未満から 1991
年の 9916万トンに増加した。この数値は日本の粗鋼消費量の最高記録である。同時に、日




の時期には 8500万トン前後に減少した。同時に、国内消費量は 1億トン近くから 7000万
トン程度に下降した。しかし、粗鋼の純輸出量は 1996-1997年一時的に下落したが、その






表 3.2.1 粗鋼の品種別の割合の推移(%) 
  1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 
普通鋼 94.1 90 90.8 87.9 89.2 84.8 80.8 82 81.1 82.3 78.2 
特殊鋼 5.9 10 9.2 12.1 10.8 15.2 19.2 18 18.9 17.7 21.8 









































                                                   

















































図 3.2.4 のように、世界粗鋼の生産量のうち、中国の割合は、1996 年の 14.1%から 2012
年には 46.3%に伸びた。特に、2003年から 2012年まで、中国の粗鋼の生産量は 2.2億トン
から 7.16億トンと、約 3.2倍に増加し、世界第二位、第三位である日本とアメリカの粗鋼
生産量の合計を上回っている (図 3.2.4を参考)。1996年から 2012年まで世界粗鋼生産量
7.68億トンの増分のうち、中国粗鋼生産量の増分は 6.15億トンで 80%の割合を占めた。 
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輸出入の場合、図 3.2.5 のように、1991 年から 2006 年まで、中国は鋼材の純輸入国で
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図 3.2.8 中国粗鋼生産量の伸び率と経済成長率の推移(%) 
 
(『中華人民共和国統計年鑑』より筆者作成) 
3 11 121 148 










































































表 3.2.2 中国と日本鉄鋼業生産性の比較 
項目 中国 日本 
転炉鋼一次エネルギー消費原単位(2010 年) 26.9 22.9 
一人あたり従業員の平均粗鋼生産量(2009 年) 189.9 トン 420.4 トン 
1 トンあたり粗鋼に対する鉄鋼業の出荷額(2008 年) 1323ドル 1995ドル 
1 トン輸出鋼材の平均金額(2008 年) 1071ドル 1172ドル 

























表 3.3.1 日本の港湾整備五箇年計画と実際の業績 
 
第 1次 第 2次 第 3次 第 4次 第 5次 第 6次 第 7次 第 8次 第 9次 
計画期間 S36～40 S40～44 S44～47 S46～50 S51～55 S56～60 S61～H2 H3～7 H8～12 
投資額(億円) 2500 6500 10300 21000 31000 42600 44000 57000 74900 
港湾取扱貨物量
の目標(億トン) 











億トンから 26.6 億トンまで年平均 13.9%で成長した、同時に、日本の名目 GDP が 8.37 兆
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長期の年成長率 2桁から実質 GDP成長率が 4%程の安定成長期に移行した。安定期の日本経
済は、それまでの供給力の増大から内需の振興に向けて、成熟した経済を実現する時期で
あった。経済安定期にも日本の名目 GDPと対外貿易額は、港湾業の取扱貨物量の成長より
急速であった(図 3.3.1を参考)。1974年から 1991年までの 17年間に日本の名目 GDPが 134
兆円から469兆円へと約2.5倍、対外貿易額が1176億ドルから5513億ドルへと約2.3倍(円
建て約 1.17 倍)で増加したが、港の取扱貨物量の増加は 27 億トンから 33.2 億トンと 30%
に過ぎなかった。 






































1991 年から 2010 年までのいわゆる「失われた 20 年」の間に、日本の名目 GDP は 1997
年の 515兆円を頂点として、479兆円まで約 7%で減少したが、対外貿易額は 5513億ドルか
ら 14580億ドルまで約 1.65倍(円建て約 0.7倍)も増加した。しかし、港の取扱貨物量は、




①高度経済成長期に、港湾業の取扱貨物量は GDP より伸び率は高い。GDP に基づく港湾
業の取扱貨物量への予測は過小評価される可能性が高い。安定経済成長期になると、GDP
に基づく港湾業の取扱貨物量を予測する場合、産業構造調整、国民需要の多様化、製品の
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表 3.3.2 中国の「道路及び水路五カ年計画」における沿海部港湾の目標と実際の業績 
  第九次 第十次 第十一次 第十二次 
実施時間 1995-2000 2001-2005 2006-2010 2011-2015 
予測取扱貨物量目標 10億トン 16.8億トン 45-50億トン 78 億トン 


































































表 4.1 中国の体制移行期における過剰設備の形成メカニズムの分析フレームワーク 
 1950-1980年代 1990年代 2000年-現在 将来 




政府の干渉 中央政府 中央政府+地方政府 地方政府+中央政府 干渉の最小化 
需要 需要の抑制 投資需要 投資需要+外需 消費型社会 
財政政策と
金融政策 
























































































































                                                   






























び交通の割合は 61.86%、義務教育および社会保障の割合は 9.54%である。 
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1999 年からの住宅改革および 2001 年の WTO への加盟を背景として、2001 年から 2004
年までの期間、中国の設備投資の伸び率は大幅に増加した。2001 年から 2004 年には、中
国の名目 GDPの平均 12.7%の伸び率に対して、設備投資額は平均 21.1％で伸びた。また、
2000 年以降、中国の GDP における投資率(資本形成率)は、2001 年の 36.5%が 2011 年には
48.3%に増加した。同時に、消費率(最終消費率)は2001年の61.4%から48.2％に減少した(図






2003から 2004年の経済の「過熱」に対して、2005 年から 2006年に、中国政府は設備投
資への抑制を中心にマクロ·コントロールを実施した。そこで、2005 年の設備投資額の伸
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2008 年の世界金融危機に対応するため、2008 年末から 2011 年まで、中国政府は「4 兆
元刺激策」を実施した。この内訳を見ると、鉄道·道路·空港·水利などのインフラの整備に
1 兆 5千億元、四川大地震の復興に 1兆元、低所得者層向けの公共住宅建設に 4,000億元、
農村のインフラ整備と付加価値の高い産業などへの構造転換にそれぞれ 3,700 億元、省エ
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したがって、1997 年から 1998 年のアジア経済危機は過剰設備の形成要因ではないが、
それは中国の過剰設備の状態を悪化させた。1996 年から 2000 年に中国生じた過剰設備の
主因は、1990 年前半の経済過熱と高いインフレに対して、中国政府が 1993 年から実施し
たマクロ·コントロール政策であると考える。1996年から 2000年の過剰設備は中国国内の
経済問題から生じる「国内型過剰設備」と考えられる。 
2001年に WTOへ加盟してから、中国の輸出依存度(輸出額/GDP)は、1990 年代の 20%程度
から 2006年には 35.9%に増加した。この時期から、中国は「世界の工場」と呼ばれるよう










































五カ年計画において、投資率の上昇に対して消費率は低下した。特に、2008 年 11 月から
実施した「4兆元刺激策」が進むと、財政政策の設備投資への誘致は顕著になった。図 4.1.7
のように、中国の財政支出からの設備投資額は 2001 年の 2546億元から 2007 年の 5857億












務残高の大幅な増加であった。地方政府債務残高について、中国審計署 2011 第 35号『全
国地方政府性債務監査結果』(以下「審計署 2011第 35号」と略)では、2010 年末時点にお




表 4.1.2 中国中央政府の債務残高の推移(兆元) 
年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

























みれば、中国の M2の残高は 1991年の 1.93兆元から 1999年の 11.99兆元まで約 6.21倍に
増加したことより、中国の名目 GDPは 2.26億元から 9.11億元まで約 3.42倍に増加した。
また、M2の動きを図 4.1.8 で見ると、アジア経済危機の影響を受けた 1990年代の末以外、
それと実体経済を代表する設備投資の動きはほぼ対応した変化を示している。また、中国
の証券市場が未発達であるので、中国企業の主な資本調達方法は企業債券、株ではなく、
銀行からの貸付金である。図 4.1.8 を見ると、1991 年から 1998 年まで、中国銀行貸付金
の伸び率は高かった。 
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M2総額 名目GDP M2伸び率 
























要を抑制した。中国の M2と設備投資の伸び率は 1993年から低下し、中国経済は 1996年に
ソフトランディングした。 















と M2の増加率は高い水準にあった。M2の動きを図 4.1.8で見ると、2008-2011 年の経済刺
激と実体経済を代表する設備投資の動きはほぼ対応した変化を示している。金額的みれば、
中国の M2の残高は 2000年の 13.83億元から 2011年の 85.16億元まで約 6.16 倍に増加し
た。同時に、中国の名目 GDPは 9.92億元から 47.16 億元まで約 4.75倍に増加した。2011
年度中国の M2/GDPは 1.8であり、アメリカの 0.64、日本の 1.7より高い。 
また、中国の証券市場の成長にも関わらず、中国企業の主な資本調達方法は銀行からの
貸付金である。表 4.1.3 を見ると、2002 年から 2011 年まで、中国の社会融資に対する人
民元貸付金の割合は 91.8%から 58.2%に減少したが、証券市場で株の発行から融資額の割合
は 3.5%以下であった。この時期、中国の銀行貸出金残高は 13兆元から 54.8兆元まで約 5.54
倍に増加し、名目 GDP の伸び率よりも大きい。2011 年度に中国の銀行貸付金(54.8 億元)
は名目 GDP(47.16億元)よりも大きい。 
 




外貨貸付金 委託貸付金 信託貸付金 銀行手形 企業債券 株 
銀行貸付
金残高 
2002 20112 18475 731 175   -695 367 628 131294 
2003 34113 27652 2285 601   2010 499 559 158996 
2004 28629 22673 1381 3118   -290 467 673 178198 
2005 30008 23544 1415 1961   24 2010 339 194690 
2006 42696 31523 1459 2695 825 1500 2310 1536 225347 
2007 59663 36323 3864 3371 1702 6701 2284 4333 261691 
2008 69802 49041 1947 4262 3144 1064 5523 3324 303395 













2010 140191 79451 4855 8748 3865 23346 11063 5786 479196 
2011 128286 74715 5712 12962 2034 10271 13658 4377 547947 




は主にインフレ状態にある。図 4.1.8の CPIを見ると、2004年、2007-2008 年、2010-2011
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く、投資は行われた。そこで、1991 年から 1993 年まで、中国設備投資の伸び率は大幅に
増加しており、企業設備投資の意欲は高まった。 
 





また、2001 年 WTO へ加盟以降、経済の高度成長期において、中国工業では、企業の数、
出荷額、総資産、売上額は急速に成長した(表 4.1.3を参考)。中国の規模以上工業企業の
総負債率(総負債/総資本金)は 2001年の 1.44から 2011年の 1.39に減少し、工業企業の負
債返済能力は下降していることを表している。規模以上工業企業の一元の資産額あたり出




表 4.1.3 規模以上中国工業企業の主な経営指標と工業製品価格指数の推移44 
年度 企業の数 出荷額 総資産 総負債 総資本金 売上高 
工業製品
価格指数 
2001 171256 95449 135402 79843 55424.40 93733 98.7 
2002 181557 110776 146218 85857 60242.01 109486 97.8 
2003 196222 142271 168808 99528 69129.56 143172 102.3 
2004 276474 201722 215358 124847 90286.70 198909 106.1 
2005 271835 251620 244784 141510 102882.02 248544 104.9 
2006 301961 316589 291215 167322 123402.54 313592 103.0 
2007 336768 405177 353037 202914 149876.15 399717 103.1 
2008 426113 507285 431306 248899 182353.38 500020 106.9 
                                                   
44 規模以上工業企業は、1998-2006年にすべての国有工業企業と年間売上高 500万元以上の非国有工業企








1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
総資本収益率 売上高利益率 実質金利 
95 
 
2009 434364 548311 493693 285733 206688.83 542522 94.6 
2010 452872 698591 592882 340396 251160.35 697744 105.5 
2011 325609 844269 675797 392645 282003.81 841830 106.0 
(出所：『中国統計年鑑』より筆者作成) 
 
工業企業収益の場合、図 4.1.12 のように、2001 年以降、中国工業の総資本収益率と売
上利益率は上昇傾向にある。総資本収益率は 2001年の 3.5%から 2011年の 9%に増加した。
売上高利益率は 2001年の 5%から 2011年の 7.3%に増加した。 



























1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011









































































































































済危機の影響を受けて 1996-1998 年に低下した(図 4.2.1 を参考)。1996-1998 年の鉄鋼消
費量の低下により、中国鉄鋼業は過剰設備にあった。 
 





それ以降、1999 年の住宅市場化改革および 2001 年 WTO 加盟による大幅な設備投資を契
機として、2000年以降、中国鉄鋼の消費量は 2000年の 1.19億トンから 2012 年の 7.59億
トンまで大幅に増加した(図 4.2.1を参考)。特に、急速に重化学工業化が進んだ 2001年か
ら 2005年には、鉄鋼消費量は、年間 20%程度で増加した。同期に、GDPに対する鉄鋼消費
の弾性係数は 1990年代後半の 1以下(1999年除く)から約 2に増加し、GDP の成長より、鉄
鋼消費量は大きく増加した(図 4.2.2を参考)。また、1万元 GDPあたり鉄鋼消費量は 2001










































材の膨張、国内鋼材供給の不足のため、1999 年から 2003 年に中国鋼材の輸入量は大きく































表 4.2.1 中国鉄鋼の輸入先と輸出先 
輸入先 2007 2008 2012 輸出先 2007 2008  2012  
日本 675 604 586 韓国 1160 1395  990  
韓国 364 311 403 EU 1120 350  430  
台湾 338 211 180 ASEAN 1054 1075  1419  
EU 126 97 102 中東地域 945 700  618  
その他 184 320 95 アメリカ 414 502  198  
    
その他 1578 1901  1918  
合計 1687 1543 1366 合計 6271 5923  5573  
(『中国鉄鋼工業年鑑』より筆者作成) 
 




























表 4.2.2 中国における部門別鋼材消費量の構成の推移 
 部門 2005年 2012年 
建設 51% 47% 
機械 15% 17% 
自動車 3% 8% 
家電 2% 5% 
造船 1% 4% 
エネルギー工業 5% 4% 
その他 23% 16% 
(『中国鉄鋼工業年鑑』より筆者作成) 
 






















位 10位の産業集中度を「2010年まで 50%以上、2020 年までに 70%以上」に引き上げるとし
ている。鉄鋼業立地および技術水準については、「大型鉄鋼企業は主に臨海地域に立地する」
(第 11条)とし、「沿海の深水港湾地区における鉄鋼プロジェクトの建設は、高炉の有効容


















表 4.2.3 中国鉄鋼会社の数と出荷額の推移 
  鉄鋼会社の数（社） 鉄鋼会社出荷額(億元) 
 年度   国有 割合(%)   国有 割合（%） 
2000 2997 702 23.4       
2001 3176 622 19.6       
2002 3333 550 16.5       
2003 4119 485 11.8       
2004 4947 454 9.2       
2005 6649 407 6.1 21471 10163 47.3  
2006 6999 367 5.2 25044 10956 43.7  
2007 7161 329 4.6 33703 14165 42.0  
2008 8012 333 4.2 44728 18581 41.5  
2009 7773 338 4.3 42636 16457 38.6  
2010 7881 333 4.2 51834 20193 39.0  




2000 年から 2006 年にかけて、鉄鋼会社数が増加すると、中国鉄鋼業の産業集積度は下
降した。図 4.2.4を見ると、中国鉄鋼業の集中度である指標 CR4と CR10は 2000年以降、
減少傾向にあった。2004 年から合併·再編を通じて産業集中度を上昇する目標を設定して
いる「鉄鋼産業発展政策」の実施により、2004年以降、鉄鋼業の産業集中度は上昇傾向に
ある。CR10の集中度が 2010年に 50%に達する目標より、2010年度に現実の数値は 46.8％
であった。 
 
























表 4.2.4 中国、アメリカ、日本、韓国の鉄鋼業集中度の比較 
国 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 
中国(CR4) 32.1 28.5 24.8 21 18.5 16.3 18.8 18.6 
アメリカ(CR4) 40 44 49 52 47.7 49.1 52.2 52.8 
日本(CR4) 70 73 71 72 75.1 74.4 75.7 76.2 
韓国(POSCO) 64.4 63.5 61.8 62.4 63.6 63.9 62 60.3 












表 4.2.5 2012年度に地域別鋼材生産と国内貿易に対する受入量(万トン) 
地域 生産量 割合 受入量 割合 
合計 95186   49534    
華北地区 30755 32.3% 10222  20.6% 
    うち： 河北省 20995 22.1%     
天津市 5709 6.0%     
東北地区 9418 9.9% 2609  5.3% 
  うち：遼寧省 5891 6.2%     
華東地区 31678 33.3% 18751  37.8% 
うち：江蘇省 10989 11.5%     




山東省 7116 7.5%     
中南地区 14044 14.7% 8722  17.6% 
西北地区 3670 3.9% 2515  5.1% 
西南地区 5592 5.9% 3946  8.0% 








表 4.2.6 中国の CPI、住宅建設用材料価格指数、PPI、金属工業価格指数の推移 
年度 CPI 住宅建設用材料価格指数 PPI 金属工業価格指数 
2003 101.2 99.5 102.3 106.8 
2004 103.9 104.3 106.1 116.9 
2005 101.8 102.6 104.9 106.8 
2006 101.5 103.9 103.0 103.3 
2007 104.8 105.1 103.1 108.4 
2008 105.9 107.1 106.9 111.9 
2009 99.3 100.2 94.6 85.8 
2010 103.3 103.3 105.5 109.4 














                                                   








表 4.2.7 宝山鉄鋼会社に向け貸付金利子率と当期銀行基準貸付金利子率の比較(%) 
年度 宝山鉄鋼会社に向け貸付金の利子率 銀行貸付金の利子率 
2003 4.54 5.49-5.58 
2004 4.536-4.696 5.49-5.85 
2005 4.698-5.184 5.76-5.85 
2006 4.86-5.022 5.76-6.48 
2007 5.265-5.913 6.57-7.74 












表 4.2.8 中国暦年に鋼材輸出に対する増値税免除率および関税率の調整 
  調整前 調整後 対象 
1999 -6% -15% すべての鋼材および製品 
2004.01.01 -15% -13% すべての鋼材および製品 
2005.04.01 -13% 0 銑鉄、鋼塊など鉄鋼初級製品 
2005.05.01 -13% -11% 大部の鉄鋼製品 
2006.09.15 -11% -8% 大部の鉄鋼製品 
2006.11.1 0% 10% 銑鉄、フェロアロイ、鋼塊等 
2007.04.10 -8% -5% 高級鉄鋼製品 
  -8% 0% 汎用鋼材 
2007.06.01 0% 5-10% 一部の鋼材 
  10% 10-15% 銑鉄、フェロアロイ、鋼塊等 














表 4.2.9 宝山鉄鋼会社向けの財政補助および法人税率 
年度 財政補助(万元) 実質法人税負担率(%) 法人税率(%) 
2003 15 29.5 33 
2004 154 30.1 33 
2005 2508 31.6 33 
2006 447 29.2 33 
2007 14509 30.5 33 
2008 22167 19.4 25 
2009 31805 16.4 25 
2010 50771 21.8 25 
2011 48582 16.5 25 













は 3.69億元、売上高は 3.5億元、土地占用面積約 18ヘクタールであり、2003 年度の新規

































                                                   





















































の地方人事異動も行った。表 4.2.10を見ると、2000 年から 2003年まで、常州市の GDP伸
び率が大きいが、競争対象である蘇州市および無錫市と比べて、常州市の地方 GDP総額お
よび伸び率は低く、常州市の財政収入総額も低い。2003年度に常州市の GDP 総額は 760億
元であるが、もし鉄本会社の 106億元のプロジェクトを継続すると仮定すると、それが常




表 4.2.10 常州市、蘇州市、無錫市の地方 GDPと財政収入 
地方 GDP(億元) 
年度 常州市 伸び率 蘇州市 伸び率 無錫市 伸び率 
2000 600 10.9% 1541 12.6% 1201 11.2% 
2001 673 12.0% 1760 12.3% 1360 11.5% 
                                                   




2002 760 12.4% 2080 14.4% 1580 12.8% 
2003 900 14.5% 2802 18.0% 1901 15.4% 
2004 1101 15.5% 3450 17.6% 2350 17.4% 
2005 1302 15.1% 4027 15.3% 2809 15.1% 
地方財政収入(億元) 
年度 常州市 伸び率 蘇州市 伸び率 無錫市 伸び率 
2000 60.2 22.4% 
  
112 27.6% 
2001 75.3 25.1% 111 35.0% 142 26.6% 
2002 102.9 35.9% 147 58.2% 201 23.7% 
2003 136.1 32.3% 170.5 43.2% 266 32.2% 
2004 175.5 29.0% 220 28.8% 355 33.6% 





















最大の宝山鉄鋼会社は 2010年まで 500-600億元の投資額を通じて鉄鋼生産量は 2000万ト
ンから 3000万トンに増加するという目標を設定した。武漢鉄鋼会社、本溪鉄鋼会社、鞍山
                                                   
50 宝山鉄鋼会社は当時の中国一番目の鉄鋼会社であり、2003 年の粗鋼生産量は 1987万トンである。POSCO




年度粗鋼生産量の伸び率は 24.1%に達し、鉄鋼生産量 1000 万トンを超えた会社は 2004 年
































































































































表 4.3.1  中国輸入石炭の推移 
年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 





































2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011




























表 4.3.2 2000年-2008年中国鉄鋼石の輸入量と取扱量 
年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 
輸入量（万トン） 6980 8990 11245 15090 20810 27920 34520 39600 44356 
取扱量（万トン） 14358 17147 20951 27639 38860 51718 64800 78540 90400 
取扱量/輸入量 2.06 1.91 1.86 1.83 1.87 1.85 1.88 1.98 2.04 
 (出所：孟と杜（2009）p.8) 
 













































2005 年、交通運送部は『長江デルタ、珠江デルタ、渤海湾 3 地域沿海港湾建設計画
(2004-2010)』を公表した。このうち、2010 年まで、長江デルタ地域の港湾では、新規取
扱貨物能力は 7億トン(内訳：コンテナ 3000万 TEU、輸入鉄鉱石 9000万トン、輸入石油 2500
万トンなど)、珠江デルタ地域の港湾では、新規取扱貨物能力 4億トン(内訳：コンテナ 3100
万 TEU、輸入石油 2400 万トンなど)、渤海湾地域の港湾では、新規取扱貨物能力 7.4 億ト





国交通運送業第十一次五カ年計画』では、「2010 年まで、港湾の適応度は 1:1 に近く、沿
海部コンテナ専用バースが 377ケース、取扱能力 1.36億 TEU、北部の 7つ石炭移出港の石
炭取扱能力が 5.8億トン、主な石炭移入港の石炭取扱能力が 4.55億トン、沿海部 20万ト
ン以上石油バースの取扱能力が 2.8億トン、沿海部 LPガス取扱能力が 1830 万トン、沿海




3.1 億トン、沿海部の港湾に新規大型石油バースの取扱能力が 1 億トン、新規大型鉄鉱石



















表 4.3.3 上港集団の主な貸付金の利子率と基準利子率の比較 
貸出時間 金額 貸出期間 利子率 当時の基準利子率 
2008.06 30 億元 3年 5.3% 7.74% 
2010.07 20 億元 5年 3.6% 5.94% 
2011.09 30 億元 3年 6.0% 6.90% 


















表 4.3.4 上港集団、天津港向けの財政補助および法人税率 
年度 
財政補助(万元) 実質法人税負担率(%) 一般の法人
税率（%） 上港集団 天津港 上港集団 天津港 
2006 3200 8999 10.9 23.2 33 
2007 3273 8826 11.1 24.4 33 
2008 4923 2348 15.06 17.8 33 
2009 8063 229 11.88 16 25 
2010 1681 4001 16.3 15.6 25 
2011 2482 4361 20.2 13.4 25 




































































表 4.3.5 中国上場港湾会社の粗利益率(%)の推移 
 年度 天津港 上港集団 塩田港 深赤湾 
2004 42.5 50.2 42.4 64.4 
2005 42.5 50.9 48.1 64.8 
2006 43.9 50.2 44.6 58.7 
2007 38.2 47.6 51.1 57 
2008 21.7 49.7 59.9 53.2 
2009 21.8 43.9 62.4 50 
2010 20.9 47.3 61.3 53.7 
2011 21 45.9 57.8 50.9 
2012 21.9 32.1 55.1 49.2 
 (各上場港湾会社の「財務報告書」により筆者作成) 
 



































ある。そこで、過剰設備は PPIの下降を通じて、中国 GDPの成長を抑制する効果がある。 
鋼材価格の場合、図 5.1.1のように、中国鉄鋼業生産者価格指数は、世界金融危機の影
響を受けて、2009年前後に一時的に下落し、「4兆元刺激策」として 2009年 11月から 2011
























































































PPI CPI 鉄鋼業生産者価格指数 
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2007 2615 81.64 312 1.21 15.67 12.95 
2008 2801 90.75 324 1.16 20.93 18.04 
2009 2499 77.63 311 1.25 19.6 15.68 
2010 2906.9 94.9 326 1.54 21.74 14.12 
2011 3174 104.03 328 1.79 24.05 13.44 
2012 3252.9 100.72 310 1.85 24.39 13.18 





している。図 5.1.2 のように、SARS の影響を受けた 2003 年と世界金融危機の影響を受け
                                                   
54 中国鉄鋼工業協会「価格指数」 
55 中国新聞網「多国が中国鋼材に対する反ダンピング調査、鉄鋼業は深刻な挑戦を迎え」によると、2011
年と 2012年中国の鉄鋼企業が受けた反ダンピング調査はそれぞれ 35件、約 60件である。 
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中国 86 社の中·大規模鉄鋼企業の負債総額は 3.02 兆元、平均資産負債率は 69.47%、負債
総額のうち、短期銀行貸付金は 9371億元、長期銀行貸付金は 3628億元であり、これに対
して、2013年前半にこれら 86社の平均売上高利益率は少なくとも 0.13%である57。 
 
表 5.1.2 中国における規模以上企業の負債率、流動比率、鉄鋼企業の総経営損失の推移 
年度 
資産負債率 流動比率 鉄鋼企業の総経
営損失(億元) 鉄鋼企業 工業企業 鉄鋼企業 工業企業 
2003 58.07% 58.96% 94.21% 103.75% 34.15 
2004 60.35% 57.97% 91.50% 102.68% 59.3 
2005 60.30% 57.81% 88.45% 102.42% 101.5 
2006 61.04% 57.46% 86.86% 103.22% 70.62 
2007 60.96% 57.48% 90.30% 103.39% 47.89 
2008 63.37% 57.71% 85.30% 102.93% 303 
2009 63.61% 57.88% 84.07% 104.03% 238.4 
2010 65.66% 57.41% 84.08% 108.23% 154.1 








                                                   























表 5.1.3 主要上場鉄鋼企業と港湾企業の従業員の変動 
上場会社 2011 2012 減少数 減少幅 
宝山鉄鋼 41919 32598 9321 22.24% 
上港集団 21530 20748 782 3.63% 
天津港 8891 8602 289 3.25% 





                                                   
58 陳四清「中国影子銀行的特点、風険、治理策略」 
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